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ⅢⅢ 両院通過議案要旨及び衆議院の委員会における附帯決議等 

 

【内閣委員会】 

○新型インフルエンザ等対策特別措置法及び内閣法の一部を改正する法律案

（内閣提出第６号）要旨 

本案は、新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、感染症の発生及びま

ん延の防止に関する施策の総合調整等に関する機能を強化するため、感染症の

発生及びまん延の初期段階から新型インフルエンザ等対策本部が迅速かつ的確

な措置を講ずるための仕組み等を整備するとともに、内閣官房に内閣感染症危

機管理統括庁を設置するもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部改正 

１ 新型インフルエンザ等対策本部長（以下「対策本部長」という。）は、

新型インフルエンザ等のまん延により、国民生活及び国民経済に甚大な影

響を及ぼすおそれがあるにもかかわらず、総合調整に基づく所要の措置が

実施されない場合は、新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置に係る

事態又は新型インフルエンザ等緊急事態に至る前であっても、新型インフ

ルエンザ等対策本部（以下「対策本部」という。）が設置されている間に

おいて、指定行政機関の長、都道府県知事等に対し、必要な指示をするこ

とができることとすること。 

２ 地方公共団体の事務の代行等について、「新型インフルエンザ等対策特

別措置法」の規定により実施する措置に加え、「感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律」の規定により実施する措置についても

代行等が可能となるよう対象事務を拡大するとともに、新型インフルエン

ザ等緊急事態に至る前であっても、対策本部が設置されている間において

代行等を行うことができることとすること。 

３ 新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置に係る事態又は新型インフ

ルエンザ等緊急事態において、都道府県知事が正当な理由なく要請に応じ

ない者に対し命令を行うに当たって勘案する事項を法令上明確化すること。 

４ 新型インフルエンザ等対策に係る費用について都道府県又は市町村の負

担を軽減するために特別の交付金の交付に関する規定を設けるとともに、

地方債の起債の特例を設けること。 

二 内閣法の一部改正 

１ 内閣官房に内閣感染症危機管理統括庁（以下「統括庁」という。）を設
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置すること。 

２ 統括庁は、感染症の発生及びまん延の防止に関する施策に係る司令塔機

能を強化するため、対策本部長である内閣総理大臣を助け、行政各部の対

応を強力に統括することとすること。 

３ 統括庁に内閣感染症危機管理監等を置くこと。 

三 この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して６月を超えない範

囲内において政令で定める日から施行すること。  

（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 新型コロナウイルス感染症対応に関する有識者会議における「今後とも社

会経済財政への影響、財源のあり方、施策の効果などについて多面的に検証

が行われ、的確に政策が進められることを求めたい。」との指摘を踏まえ、

新型コロナウイルス感染症に対する政府の対応について、飲食業、旅行業、

宿泊業等に係る事業者の意見の聴取も含め、更なる検証を行った上で、その

結果を公表するとともに、速やかに必要な措置を講ずること。特に予算に関

しては、会計検査院の指摘も踏まえ、全体像の把握、使途の精査及び効果検

証を行うこと。また、地方公共団体の財政措置をめぐる改正については、地

方公共団体の意見を聴取し、国の財政措置の責任を単に地方公共団体に転嫁

するものとならないよう、慎重に運用すること。 

二 内閣官房及び内閣府の業務の肥大化を防止するため、事務及び組織につい

て不断の見直しを行うこと。また、法律に基づく内閣官房及び内閣府への業

務の追加は、平成27年１月27日の閣議決定「内閣官房及び内閣府の業務見直

しについて」等を踏まえ、内閣の司令塔機能など本来の役割を十分発揮する

ために必要不可欠なものに限るとともに、原則として、あらかじめ当該業務

を行う期限を設けること。 

三 内閣感染症危機管理統括庁は、医療のみならず、行動経済学、データ分析、

心理学、危機管理、広報、デジタルなど多様な専門的知見を活用できる体制

を確保すること。 

四 内閣感染症危機管理統括庁及び国立健康危機管理研究機構は、常時情報を

共有するなど緊密な連携を確保すること。 

五 内閣危機管理監については、内閣全体の危機管理という所掌事務の特殊性

及び重要性に鑑み、感染症危機管理においても、その役割を十全に果たせる
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よう、運用上の役割を明確にすること。 

六 内閣における危機管理に係る人材の育成に努めるとともに、危機管理人材

育成に係る研修プログラムを充実させ、関係職員の資質向上を図ること。 

七 感染症対応の初動期において、新型インフルエンザ等対策本部と各府省庁

又は都道府県との間の調整が難航した場合には、内閣感染症危機管理統括庁

は、新型インフルエンザ等対策本部長の指示権の行使については、慎重な検

討に努め、あらかじめ各府省庁又は都道府県の意見を十分に聴き取り、当該

意見を尊重しつつ総合調整に努めること。 

八 感染を防止するための協力要請等に関し、都道府県知事が事業者等に命令

する際に勘案すべき事項を定める政令については、当該都道府県知事による

機動的かつ臨機応変な意思決定を阻害することのない内容とすること。 

九 新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画（以下「政府行動計画」と

いう。）の策定に当たっては、感染症対応に有用な情報を、平時から効率

的・統合的に収集・管理するための情報基盤の整備と普及策について検討し、

政府行動計画の中に盛り込むこと。 

十 感染症対応の初動期において、より機動的かつ効果的に感染拡大を防ぐた

め、あらかじめ都道府県と協議の上、国の都道府県に対する財政支援の在り

方を検討し、政府行動計画の中に盛り込むこと。 

十一 起債の特例に関し、地方債の使途を定める総務省令については、未知の

感染症の発生にも対応できるよう、感染症対策に係る最新の専門的知見を活

かすため、不断の見直しを行うこと。 

 

○○特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律案（内閣提出第23号）

要旨 

本案は、我が国における働き方の多様化の進展に鑑み、個人が事業者として

受託した業務に安定的に従事することができる環境を整備するため、特定受託

事業者に業務委託をする事業者について、特定受託事業者の給付の内容その他

の事項の明示を義務付ける等の措置を講ずるもので、その主な内容は次のとお

りである。 

一 特定受託事業者に係る取引の適正化 

１ 業務委託事業者は、業務委託をした特定受託事業者に対し、原則として、

直ちに、特定受託事業者の給付の内容、報酬の額等を、書面又は電磁的方

法により明示しなければならないものとすること。 
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２ 特定業務委託事業者が特定受託事業者に業務委託をした場合の報酬の支

払期日は、給付の受領日から起算して60日以内のできる限り短い期間内に

おいて、定められなければならないものとすること。 

３ 一定期間以上継続して行われる業務委託について、特定受託事業者の責

めに帰すべき事由がないのに報酬の額を減じてはならないこと等、特定業

務委託事業者の遵守事項を定めること。 

二 特定受託業務従事者の就業環境の整備 

１ 特定業務委託事業者は、広告等により募集情報を提供するときは、虚偽

の表示又は誤解を生じさせる表示をしてはならず、また、正確かつ最新の

内容に保たなければならないものとすること。 

２ 特定業務委託事業者は、特定受託事業者が育児介護等と両立しつつ継続

的業務委託に係る業務に従事することができるよう、必要な配慮をしなけ

ればならないものとすること。 

３ 特定業務委託事業者は、特定受託業務従事者に対するハラスメント行為

により、その就業環境を害することのないよう、特定受託業務従事者から

の相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備等を講じなければ

ならないものとすること。 

４ 特定業務委託事業者は、継続的業務委託について、契約の解除をしよう

とする場合等には、原則として、少なくとも30日前までに予告しなければ

ならないものとすること。 

三 公正取引委員会、中小企業庁長官又は厚生労働大臣は、この法律の違反行

為があった場合等には、特定業務委託事業者等に対し、指導、助言、勧告、

命令、公表等をすることができるものとすること。 

四 国は、特定受託事業者に係る取引の適正化及び特定受託業務従事者の就業

環境の整備に資するよう、特定受託事業者からの相談に応じ、適切に対応す

るために必要な体制の整備等を講ずるものとすること。 

五 この法律は、公布の日から起算して１年６月を超えない範囲内において政

令で定める日から施行すること。 

（（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 特定受託事業者であるか否かを問わず、業務委託の相手方である者からの

相談を受ける体制を整備し、その相談窓口を周知すること。 
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二 報酬の決定に際し、特定受託業務従事者の安全及び衛生に係る必要な経費

が確保されるよう、本法に基づき必要な対応を検討すること。 

三 業務委託契約を締結するに当たっては、特定受託業務従事者の安全と衛生

に配慮し、心身の健康を害する就業時間数等にならない期日を設定するよう、

必要な措置を講ずること。 

四 仲介事業者を通じて業務を受託する特定受託事業者もいることを踏まえ、

業務委託を仲介する事業者の実態を把握するとともに、質の確保の観点から、

本法の適用対象とならない仲介事業者に対する規制の必要性について検討す

ること。 

五 雇用によらない働き方をする者の就業者保護の在り方について、本法の施

行状況や就業の実態等を踏まえて検討し、必要な措置を講ずること。 

六 本法の実効性を確保するため、本法に基づく省令・指針等を定めるに際し

ては、業界・業種によって契約内容が大きく異なるため、それぞれの業界及

び当事者の意見を踏まえた省令・指針等を定めること。 

七 本法の趣旨、本法に違反する事案等について、業務委託事業者、特定受託

事業者及び業務委託を仲介する事業者に対し、十分に周知・広報を行うこと。 

八 本法施行後の実態把握に努めるとともに、施行後３年を目途とした見直し

を行うに当たっては、当事者を含む関係者からの意見を聴取して検討を行う

こと。 

九 業務委託で給付や報酬その他の条件を明示する方法は、契約書や発注書の

形式だけではなく、ダウンロード機能を持ったサービスを用いるなどして

メールのみならずその他の電磁的手法を用いて箇条書きする等、受発注者の

双方に過剰な負担とならない方法も認めることを検討すること。 

十 明示する内容は、業務内容、成果物、報酬額に加え、納期、納品場所、支

払方法、変更解除条件等も含めることを検討すること。 

十一 委託事業者の禁止事項については、本法の運用状況を検証しつつ、拡充

も視野に検討すること。 

十二 長期に継続的に契約している場合の契約の保護として、本法の施行状況

等を踏まえつつ、中途解除時等の事前予告の在り方について検討すること。 

十三 ハラスメント再発防止対策を特定業務委託事業者の義務とすることを指

針等において明確化するとともに、事案に係る事実関係の調査やハラスメン

ト防止対策に係る研修等の在り方を検討すること。また、特定受託事業者を

対象とし、和解あっせん機能を有するフリーランス・トラブル110番におい
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て適切な相談対応を図ること。 

十四 特定受託事業者の疾病、障害、死亡、廃業などのライフリスク対策につ

いて検討すること。 

十五 偽装フリーランスや準従属労働者の保護については、労働基準監督署等

が積極的に聴取し確認すること。 

十六 労働基準法上の労働者に当たる者に対し、労働関係法令が適切に適用さ

れるような方策を検討すること。 

十七 業務委託をする場合に作成する書面等で明示すべき項目については、あ

らかじめ具体的な指針を示し、十分に周知を図ること。また、主な違反事例

等についての情報を整理し、公表すること。 

十八 業務委託事業者が、報酬減額等の不利益取扱いを示唆して、消費税免税

事業者である特定受託事業者に対し、課税事業者となるよう一方的に通告し

ないよう、業務委託事業者に周知徹底すること。 

 

○○配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部を改正す

る法律案（内閣提出第24号）（参議院送付）要旨 

本案は、最近における配偶者からの暴力等の実情に鑑み、国が定める基本的

な方針及び都道府県が定める基本的な計画の記載事項の拡充、関係者による情

報交換及び支援内容の協議を行う協議会に関する規定の創設等の措置を講ずる

とともに、接近禁止命令等の申立てをすることができる被害者の範囲の拡大、

保護命令の期間の伸長等の保護命令制度の拡充等の措置を講ずるもので、その

主な内容は次のとおりである。 

一 被害者の保護に被害者の自立を支援することを含むものとし、国が定める

基本的な方針及び都道府県が定める基本的な計画の記載事項について、国、

地方公共団体及び民間の団体の連携・協力に関する事項を追加すること。 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する協議会を法定化し、協

議会の事務に関する守秘義務等を設け、被害者の保護を図るために必要な情

報の交換等を行うこと。 

三 保護命令制度の拡充等 

１ 接近禁止命令等について、申立てをすることができる被害者に、自由、

名誉又は財産に対し害を加える旨を告知してする脅迫を受けた者を追加す

るとともに、その要件を更なる身体に対する暴力等により心身に重大な危

害を受けるおそれが大きいときへ拡大するほか、接近禁止命令等の期間を
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１年間へ伸長すること。 

２ 被害者への電話等禁止命令の対象行為に、緊急やむを得ない場合を除き、

連続して文書を送付し、又はＳＮＳ等により通信文等を送信すること、性

的羞恥心を害する電磁的記録を送信すること、被害者の承諾を得ないで位

置情報記録・送信装置によりその位置情報を取得すること等を追加するこ

と。 

３ 子への接近禁止命令に加え、被害者と同居する未成年の子に対して、緊

急やむを得ない場合を除き、連続して電話をかけること等を禁止する命令

を創設すること。 

４ 退去等命令について、被害者及び配偶者が生活の本拠として使用する建

物等の所有者又は賃借人が被害者のみである場合であって被害者の申立て

があったときは、当該命令の期間を６月間とする特則を設けること。 

５ 保護命令に違反した者は、２年以下の懲役又は200万円以下の罰金に処

するものとすること。 

四 この法律は、一部の規定を除き、令和６年４月１日から施行すること。 

（（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 接近禁止命令の発令要件に精神的暴力による危害等を含める改正は、加害

者が自己への従属を強いるために生命・身体・自由等に対する脅迫を用いる

ことに着目したものであることを踏まえ、発令要件の対象となる精神的暴力

等が限定されることのないよう、その趣旨を周知徹底し、運用に万全を期す

こと。 

二 接近禁止命令の発令要件に精神的暴力による危害等を含めることとした一

方、退去等命令の発令要件には含めないことにより、精神的暴力等が身体的

暴力に比べて重大な被害をもたらさないものであるという誤解を与えること

のないよう、その正確な趣旨の周知を徹底すること。併せて、退去等命令の

発令要件について、精神的暴力等へ対象を拡大することを含めた見直しを検

討すること。 

三 被害者本人による保護命令の申立てが困難な場合についての必要な支援を

検討すること。 

四 保護命令の申立てから発令までの平均審理期間は約12日となっており、そ

の期間の長さから被害者が保護命令の申立てをちゅうちょすることのないよ
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う、被害者の保護を最優先にした必要な対応を講ずること。 

五 被害者が配偶者からの暴力（ＤＶ）を受けた場合に、加害者から逃げるこ

とを前提としていることが、ＤＶの被害を更に深刻化・長期化させている場

合があることに鑑み、被害者とその子が引き続き同じ住居に居住できるよう

必要な対応を検討すること。 

六 保護命令について同性カップルも対象となった例がある旨を周知徹底する

こと。併せて、通報の努力義務を含め、同性カップル間の暴力への対応にも

遺漏なきを期すこと。 

七 ＤＶの防止に資するため、ＤＶを受けている者を発見した者がその旨を通

報する努力義務について、十分に周知すること。 

八 被害者の権利擁護及び被害者の子に対する支援について更なる取組の強化

に努めること。 

九 被害者からの行政機関への苦情に関する適切な対応について周知徹底を図

ること。 

十 保護命令の申立てに関する手続のＩＴ化に向け、被害者の負担軽減を含め

必要な対応を推進すること。 

十一 ＤＶの被害を受けた女性の約４割、男性の約６割は誰にも相談しなかっ

たとの調査結果も踏まえ、被害者が女性の場合のみならず、被害者が男性の

場合や、同性カップル間の暴力も含めＤＶ被害者が相談しやすい体制を整備

すること。 

十二 被害者の相談対応や安全確保のための支援、生活再建や心身の回復に向

けた支援等を担う婦人相談員の適正な配置や専門職としての位置付け等、公

的相談窓口の体制を強化すること。併せて、被害者支援において重要な役割

を果たしている民間支援団体への財政支援の一層の充実を含めた更なる支援

の実施について検討すること。 

十三 ＤＶの被害が被害者本人のみならず、その成年の子にも及ぶ事案等に対

しては、親族等への接近禁止命令により保護が可能なことについて、一層の

周知徹底に努めること。 

十四 ＤＶと児童虐待が同一家庭内で同時に発生している実態及びＤＶが子供

の成長や心理に与える影響について情報を収集し、その知見を踏まえた研修

を関係機関の職員に対して行うこと。 

十五 国が定める基本方針及び都道府県が定める都道府県基本計画の改正に当

たっては、加害者プログラムや子供に対するＤＶ防止のための教育について
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記載するよう努めること。 

  

○○孤独・孤立対策推進法案（内閣提出第36号）要旨 

本案は、近時における社会の変化を踏まえ、日常生活若しくは社会生活にお

いて孤独を覚えることにより、又は社会から孤立していることにより心身に有

害な影響を受けている状態にある者への支援等に関する取組について、その基

本理念、国等の責務、施策の基本となる事項、孤独・孤立対策推進本部の設置

等について定めるもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 孤独・孤立の状態は人生のあらゆる段階において何人にも生じ得るもので

あり、社会の変化により孤独・孤立の状態にある者の問題が深刻な状況にあ

ることに鑑み、孤独・孤立の状態にある者の問題が社会全体の課題であると

の認識の下に、社会のあらゆる分野において孤独・孤立対策の推進を図るこ

とが重要であることを旨とすること等を基本理念として孤独・孤立対策を行

わなければならないこと。 

二 国及び地方公共団体の責務、国民の努力、関係者の連携及び協力等につい

て定めること。 

三 孤独・孤立対策に関する施策として、その推進を図るための重点計画の作

成、孤独・孤立対策に関する国民の理解の増進、相談支援の推進、関係者相

互の連携及び協働の促進、当事者等への支援を行う人材の確保、養成及び資

質の向上、地方公共団体及び当事者等への支援を行う者に対する支援並びに

孤独・孤立の状態にある者の実態等に関する調査研究の推進について定める

こと。 

四 地方公共団体は、孤独・孤立対策を推進するために必要な連携及び協働を

図るため、当事者等に対する支援に関係する機関等により構成される孤独・

孤立対策地域協議会（以下「協議会」という。）を置くよう努めること。協

議会は、その目的を達成するため、必要な情報の交換及び支援の内容に関す

る協議を行い、その結果に基づき協議会の構成機関等が支援を行うこと。ま

た、協議会は、その構成機関等に対し支援の対象となる当事者等に関する情

報の提供等の必要な協力を求めることができることとし、協議会の事務に従

事する者等は、正当な理由がなく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏

らしてはならないこと。 

五 内閣府に、特別の機関として、内閣総理大臣を本部長とする孤独・孤立対

策推進本部を設置すること。同本部は、孤独・孤立対策の重点計画を作成し、
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その実施を推進すること等をつかさどること。また、内閣府の事務に孤独・

孤立対策の推進に関する事務を追加すること。 

六 この法律は、令和６年４月１日から施行すること。 

（（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 孤独・孤立対策においては、当事者等への支援を行う者の活動が果たす役

割の重要性を踏まえつつ、当事者等の状況に応じた支援が継続的に行われる

ようにすること。 

二 国民の理解の増進等に関する施策を行う際には、社会のあらゆる分野にお

いて必要な啓発活動を積極的に行うこと。 

三 相談支援体制の整備については、当事者等が相談しやすい環境を整備する

ことの重要性を踏まえて行うこと。 

四 地方公共団体等の孤独・孤立対策に係る施策を行うための支援の在り方に

ついて、政府は地方公共団体の意見を十分に踏まえた上で検討を行うこと。 

 

○医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律の一部

を改正する法律案（内閣提出第38号）要旨 

本案は、健康・医療に関する先端的研究開発及び新産業創出の促進を図るた

め、医療情報に含まれる記述等の削除等により他の情報と照合しない限り特定

の個人を識別することができないように加工した仮名加工医療情報の取扱いに

関する規定を整備するとともに、匿名加工医療情報を匿名医療保険等関連情報

等と連結して利用することができる状態で提供するための仕組みの創設、国が

実施する匿名加工医療情報及び仮名加工医療情報に関する施策への協力に関す

る医療情報取扱事業者の責務規定の創設等の措置を講ずるもので、その主な内

容は次のとおりである。 

一 仮名加工医療情報の利活用に係る仕組みの創設 

１ 他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができないように

医療情報を加工したものを仮名加工医療情報と定義し、その取扱いについ

ての規定を整備すること。 

２ 医療情報を加工等して仮名加工医療情報を作成する事業を適切かつ確実

に行うことができる者を、認定仮名加工医療情報作成事業者として認定す

る制度を設けること。 
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３ 認定仮名加工医療情報作成事業者が作成した仮名加工医療情報の提供を

受け医療分野の研究開発を行う事業を行おうとする者を、認定仮名加工医

療情報利用事業者として認定する制度を設けること。 

二 認定匿名加工医療情報作成事業者が、匿名加工医療情報を匿名医療保険等

関連情報等と連結して利用することができる状態で提供するための仕組みを

整備すること。 

三 医療情報取扱事業者に対し、国が実施する匿名加工医療情報及び仮名加工

医療情報に関する施策への協力に努めるように求める規定を設けること。 

四 この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して１年を超えない範

囲内において政令で定める日から施行すること。 

（（附帯決議） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 医療情報、匿名加工医療情報及び仮名加工医療情報の利活用について、多

くの府省が関与していることに鑑み、政府の司令塔機能を明確にし、あるべ

き全体像を示すとともに、必要に応じて速やかに制度を整備すること。 

二 仮名加工医療情報については、他の情報と照合することにより特定の個人

が識別される可能性があることに鑑み、安全管理措置に係る厳格な基準を策

定すること。 

三 医療情報の第三者提供については、本人への通知が行われていない医療情

報の提供など、医療情報の不適切な取扱いが生じないよう、認定匿名加工医

療情報作成事業者等に対し、安全管理措置の徹底を図ること。 

四 匿名加工医療情報及び仮名加工医療情報の利活用を推進するため、医療情

報取扱事業者、認定匿名加工医療情報作成事業者、認定仮名加工医療情報利

用事業者等に対し、必要な措置を講ずること。 

五 匿名加工医療情報及び仮名加工医療情報を利活用する事業者から徴収する

利用料が、認定匿名加工医療情報作成事業者等の運営の実態に照らして適正

なものとなるよう促すこと。 

六 医療情報、匿名加工医療情報及び仮名加工医療情報について、個人の権利

利益の保護を図りつつ効果的に利活用することができるよう、規格の適正化

を推進するとともに、官民の医療情報に係るデータベース間の連携を一層緊

密化すること。 

七 仮名加工医療情報の利活用については、認定仮名加工医療情報利用事業者
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による研究の進捗を確認する等、我が国の医療発展や国際競争力の強化等に

つながるよう留意すること。 

八 医療情報の第三者提供に際して本人に通知するに当たっては、仮名加工医

療情報については他の情報と照合することにより特定の個人の識別が行われ

得ること等を踏まえ、医療情報がどのように利活用されるのかを本人が理解

しやすくするため、通知内容を丁寧なものとするよう配慮すること。 

九 医療情報、匿名加工医療情報及び仮名加工医療情報の利活用の推進に当

たっては、基本方針に不当な差別、偏見その他の不利益が生じないための措

置が明記されていること、科学技術・イノベーション基本計画において倫理

的、法的及び社会的課題への対応を掲げていること等を踏まえ、有識者を交

えた会議において、利活用に伴って生じ得る倫理的問題等を総合的に議論す

ることを検討すること。 

 

○○性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増進に関する法律案

（新藤義孝君外５名提出、衆法第13号）要旨 

本案は、性的指向及び性同一性の多様性を受け入れる精神を涵
かん

養し、もって

性的指向及び性同一性の多様性に寛容な社会の実現に資するため、性的指向及

び性同一性の多様性に関する国民の理解の増進に関する施策の推進に関し、必

要な事項を定めるもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 この法律において「性的指向」とは、恋愛感情又は性的感情の対象となる

性別についての指向をいうこと。また、「性同一性」とは、自己の属する性

別についての認識に関するその同一性の有無又は程度に係る意識をいうこと。 

二 性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増進に関する施策は、

全ての国民が、その性的指向又は性同一性にかかわらず、等しく基本的人権

を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっ

とり、性的指向及び性同一性を理由とする不当な差別はあってはならないも

のであるとの認識の下に、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社

会の実現に資することを旨として行われなければならないことを基本理念と

すること。 

三 国及び地方公共団体の役割並びに事業主等の努力について定めること。 

四 政府は、毎年１回、性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の

増進に関する施策の実施の状況を公表しなければならないこと。 
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五 政府は、基本理念にのっとり、性的指向及び性同一性の多様性に関する国

民の理解の増進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、性的指

向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増進に関する基本的な計画を

策定しなければならないこと。 

六 学術研究等の推進及び知識の着実な普及等について定めること。 

七 政府は、関係行政機関の職員をもって構成する性的指向・性同一性理解増

進連絡会議を設け、性的指向及び性同一性の多様性に関する国民の理解の増

進に関する施策の総合的かつ効果的な推進を図るための連絡調整を行うもの

とすること。 

八 この法律は、公布の日から施行すること。 

九 この法律の規定については、この法律の施行後３年を目途として、この法

律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置

が講ぜられるものとすること。 

（（修正要旨） 

一 題名を含め、「性同一性」の文言を「ジェンダーアイデンティティ」に改

めること。 

二 この法律に定める措置の実施等に当たっては、性的指向又はジェンダーア

イデンティティにかかわらず、全ての国民が安心して生活することができる

こととなるよう、留意するものとすること。この場合において、政府は、そ

の運用に必要な指針を策定するものとすること。 

 

  


